
（千円）

施策 R4予算額 R4決算額 取組内容

施策1-1　路線バスの運行維持 8,766 7,424

　①地域間幹線系統の運行維持 0 0

　②廃止代替路線の運行維持 8,766 7,424

施策1-2　C-BUSの運行維持・路線の見直し 172,500 172,480

　①C-BUSの運行維持 172,500 172,480 運行業務委託（西部・南部）

　②効率的で持続可能なC-BUSのあり方の検討・協議 0 0 C-BUSのあり方検討
自治会や学校との協議

　③C-ＢＵＳの路線再編の実施 0 0

施策1-3　便利で移動しやすい環境の整備 1,324 1,193

　①待合・乗継環境の整備 1,324 1,193 草刈り等の駅周辺の管理

　②交通機関相互の乗継利便の向上 0 0 F1日本グランプリ開催時に交通事業者
が臨時列車，シャトルバスを運行

　③関係機関相互の情報共有と交通ネットワークの検討 0 0 各種団体との協議，行政懇談会にて意
見交換

施策2-1　地域公共交通の確保に向けた手順の明確化 10,999 10,329

　①地域主体の移動手段導入のための手引書の作成 10,999 10,329 一ノ宮地区乗合ワゴン実証実験運行業
務委託

施策2-2　地域公共交通の確保のための取組体制・支援体制の構築 0 0

　①地域主体の取組に対する支援 0 0 まちづくり協議会との協議

　②多様な主体との連携を可能とするための庁内体制の構築 0 0

施策3-1　情報提供の充実による利用促進 2,178 2,376

　①多様な媒体を活用した地域公共交通に関する情報発信 2,178 2,376 市ホームページでのC-BUSに関する情
報発信，公共交通時刻表の全戸配布

　②C-BUSにおけるインターネット上での乗換案内等検索サービスへの対応 0 0

　③C-BUSにおけるバスロケーションシステムの導入検討 0 0

施策3-2　地域公共交通の利用促進に向けた意識醸成 60 0

  ①バスの乗り方教室・乗車体験会・出前講座等の企画・実施 60 0 バスの乗り方教室の開催

　②イベント・キャンペーン等の実施 0 0 記念イベントの実施

　③各種イベント開催時等における啓発活動 0 0

　④マイレール・マイバス意識の醸成 0 0 地元まちづくり協議会による駅の美化活
動

施策3-3　新技術を活用した地域公共交通の利便性向上 0 68

　①Maasにかかる情報収集と導入検討 0 68 会議参加

　②小型モビリティ，自動運転等にかかる情報収集と導入検討 0 0

その他　鈴鹿市地域公共交通会議の運営に係る事務費等 605 301 委員報酬・旅費等

施策の実施に係る市の財政支出額 196,432 194,171

亀山みずほ台線運行業務委託
利用促進チラシの作成・配布

令和 ４年度鈴鹿市地域公共交通会議事業報告 ( 案 )

<第１号議案>



【歳入】 （単位：円）　

款 項 目

【歳出】 （単位：円）　

款 項 目

円

円

円　※令和5年度へ繰越

備考

　　令和４年度鈴鹿市地域公共交通会議決算（案）

科目 予算額
(A)

決算額
(B)

差引
（B）-(A)

鈴鹿市負担金

２　補助金 １　補助金 １　国庫補助金 0 0 0

１　負担金 １　負担金 １　負担金 605,000 605,000 0

前年度繰越金

４　諸収入 １　雑入 １　雑入 0 10 10 利息

３　繰越金 １　繰越金 １　繰越金 238 238 0

科目 予算額
(A)

決算額
(B)

差引
（B）-(A)

備考

合計 605,238 605,248 10

交通会議委員報酬(分科会を含む）　 　　169,100
委員旅費（東京都・愛知県春日井市）　　 113,720
会議用お茶代　　4,760
振込手数料　　　13,420

２　事業費 １　事業費 １　事業費 0 0 0

１　運営費 １　会議費 １　会議費 605,238 301,000 △ 304,238

４　諸支出金 １　償還金 １　償還金 0 304,000 304,000 鈴鹿市負担金余剰分の鈴鹿市への償還金

３　予備費 １　予備費 １　予備費 0 0 0

合計 605,238 605,000 △ 238

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 残 額

605,248

605,000

248

<第2号議案>



（千円）

鈴鹿市 鈴鹿市地域公共交通会議

施策1-1　路線バスの運行維持 8,728

　①地域間幹線系統の運行維持 0

　②廃止代替路線の運行維持 8,728

施策1-2　C-BUSの運行維持・路線の見直し 176,336

　①C-BUSの運行維持 176,336

　②効率的で持続可能なC-BUSのあり方の検討・協議 0

　③C-ＢＵＳの路線再編の実施 0

施策1-3　便利で移動しやすい環境の整備 1,376

　①待合・乗継環境の整備 1,376

　②交通機関相互の乗継利便の向上 0

　③関係機関相互の情報共有と交通ネットワークの検討 0

施策2-1　地域公共交通の確保に向けた手順の明確化 0

　①地域主体の移動手段導入のための手引書の作成 0

施策2-2　地域公共交通の確保のための取組体制・支援体制の構築 0

　①地域主体の取組に対する支援 0

　②多様な主体との連携を可能とするための庁内体制の構築 0

施策3-1　情報提供の充実による利用促進 2,673

　①多様な媒体を活用した地域公共交通に関する情報発信 2,673

　 ②C-BUSにおけるインターネット上での乗換案内等検索サービスへの対応 0

　③C-BUSにおけるバスロケーションシステムの導入検討 0

施策3-2　地域公共交通の利用促進に向けた意識醸成 60

    ①バスの乗り方教室・乗車体験会・出前講座等の企画・実施 60

　②イベント・キャンペーン等の実施 0

　③各種イベント開催時等における啓発活動 0

　④マイレール・マイバス意識の醸成 0

施策3-3　新技術を活用した地域公共交通の利便性向上 27

　①Maasにかかる情報収集と導入検討 27

　②小型モビリティ，自動運転等にかかる情報収集と導入検討 0

鈴鹿市地域公共交通計画の実施に関する協議，地域の実情に即した
輸送サービスの実現に必要となる事項の協議を行う。

652

・施策の取組内容・スケジュールに関する協議
・施策の実施状況の確認
・目標の達成状況の確認・評価
・廃止代替路線，コミュニティバス（C-BUS）等

652

令和５年度鈴鹿市地域公共交通会議事業計画（案）

１　鈴鹿市地域公共交通
計画に位置付けた施策

の実施

予算

２　鈴鹿市地域公共交通
会議及び分科会の開催

事業の名称 内容

<第3号議案>



【歳入】
（単位：円）　

款 項 目

【歳出】
（単位：円）　

款 項 目

合計 652,248 605,238 47,010

４　諸支出金 １　償還金 １　償還金 0 0 0

３　予備費 １　予備費 １　予備費 0 0 0

交通会議委員報酬(分科会を含む） 　　481千円
委員旅費（東京・愛知県春日井市）　 　120千円
会議用お茶代　　  10千円
振込手数料　　　 41千円

２　事業費 １　事業費 １　事業費 0 0 0

１　運営費 １　会議費 １　会議費 652,248 605,238 47,010

合計 652,248 605,238 47,010

科目 本年度予算額
(A)

前年度予算額
(B)

比較増減
（A）-(B)

備考

令和４年度からの繰越

４　諸収入 １　雑入 １　雑入 0 0 0

３　繰越金 １　繰越金 １　繰越金 248 238 10

鈴鹿市負担金

２　補助金 １　補助金 １　国庫補助金 0 0 0

１　負担金 １　負担金 １　負担金 652,000 605,000 47,000

　　令和５年度鈴鹿市地域公共交通会議予算（案）

科目 本年度予算額
(A)

前年度予算額
(B)

比較増減
（A）-(B)

備考

<第4号議案>
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鈴鹿市地域公共交通計画に位置付けた実施施策 

 

 

 

2023（R5）取組内容の詳細 

・廃止代替路線（亀山・みずほ台線）運行業務 （市予算措置：8,728 千円） 

 

 

 

資料１ 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・椿・平田線，庄内・神戸線の運行 

※西部地域 C-BUS 運行業務（市予算措置：95,249 千円） 

・白子・平田線，太陽の街・平田線の運行 

※南部地域 C-BUS 運行業務（市予算措置：81,087 千円） 

・白子・平田線，沿線自治会との協議（危険なバス停関係） 

・４路線の現況データの整理 

・太陽の街平田線のあり方検討 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・危険なバス停（稲生・北一色）に関する協議（国，警察署，交通事業者） 

・バス停の現況整理と修繕に必要な経費の積算 

・劣化・腐食の激しいバス停の修繕 

・駅周辺施設の管理（市予算措置：1,376 千円） 
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【所管物件】 

①JR 河曲駅前公衆トイレ 

 ②近鉄白子駅東口さわやかトイレ 

 ③中瀬古駅公衆トイレ 

・地域公共交通ネットワークについての協議（分科会・11 月開催予定） 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・手引書の作成，行政による支援内容の整理等 

・鈴鹿市地域公共交通会議での協議（※年度内に 4回） 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・自治会や地域づくり協議会との協議 
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2023（R5）取組内容の詳細 

 

・ホームページを活用した情報発信（路線，運行時刻，各種データ） 

・鈴鹿市内公共交通時刻表の作成，配布（市予算措置：2,673 千円） 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・バスの乗り方教室の開催（市・三重交通）：年度内に 2回（市予算措置：60 千円） 

・利用者の増加を図る教室や出前講座等の実施：年度内に 4回 
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2023（R5）取組内容の詳細 

・関係機関等との情報交換や勉強会，研修への参加 

・先進地視察・情報収集 
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地域主体の移動手段導入のための手引書（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年 5月 24 日 

鈴鹿市 都市整備部 都市計画課 

  

資料 2-1 
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１ はじめに 

 

（１）鈴鹿市の地域公共交通ネットワークの現状と課題 

 本市では，市域の大部分が鉄道・バスを利用できる環境にありますが，公共交通空白

地域（鉄道駅から半径 800ｍ，バス停から半径 300ｍ以遠の地域）や地形に高低差のあ

る地域等において，地域住民の日常生活に必要な移動手段を確保していくことが求めら

れています。 

  

 

 
 

図 鈴鹿市の地域公共交通ネットワーク（現状） 
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（２）本書の役割 

 手引書は，地域組織※が主体となって，移動に関する困りごとや課題の解決に向けた

取組を進めやすくするためのガイドブックです。 

既存の地域公共交通での対応が難しい移動ニーズに対応する新たな移動手段を地域

が主体となって検討・導入していく手順や市の支援メニューを示しています。 

新たな移動手段は，①有償運送・事業用自動車・緑ナンバー，②有償運送・自家用自

動車・白ナンバー，③無償・自家用自動車・白ナンバーの 3つに分類することができま

す。 

 

※地域組織：市内の自治会や地域づくり協議会等を指します。 

 

 

 

 

図 交通サービス（交通手段）の一覧 

 

運営主体 運行主体 運転免許 ナンバー色 運送対象 運送料 例

一般乗合旅客自動車運送事業

バス
タクシー
事業者
市町村

路線バス
コミュニティバス
乗合タクシー

一般貸切旅客自動車運送事業
観光バス等の
貸切バス

一般乗用旅客自動車運送事業 タクシー

限定
（社員等）

企業の送迎バス
施設の送迎バス

市町村運営有償運送
（交通空白）

市町村

バス
タクシー
事業者
市町村

非限定

公共交通空白地有償運送 NPO等 NPO等
限定
（会員等）

市町村運営有償運送
（福祉）

市町村

バス
タクシー
事業者
市町村

福祉有償運送 NPO等 NPO等

無
償

非限定 非限定

1
種
で
も
可

白

自家用
自動車

非限定
無
償

ボランティア輸送等
（※燃料等実費，謝礼可）

道路運送法上の許可・登録が不要

2
種
免
許

緑

事業用
自動車

非限定

有
償
（

原
価
＋
利
益
）

自
家
用
有
償
旅
客
運
送

一
般
旅
客
自
動
車
運
送
事
業

特定旅客自動車運送事業

1
種
免
許
で
も
可
（

要
認
定
講
習
）

白

自家用
自動車

限定
（要介護者等）

有
償
（

原
価
程
度
）

コミュニティバス等
（※白ナンバー）

福祉車両等
（※白ナンバー）

道路運送法上の呼び方

通
常
の
有
償
運
送

バス
タクシー
事業者

バス
タクシー
事業者

特
例
で
の
有
償
運
送
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（３）地域公共交通の将来ネットワークイメージと本書の活用 

 本市では，社会情勢や利用状況，地域住民のニーズを踏まえ，基幹交通の利便性の

向上や路線再編に取り組み，地域の実情に応じて支線交通の導入を支援する等，持続

可能な地域公共交通ネットワークの形成を目指しています。 

 手引書は，公共交通空白地域等において，地域が主体となって移動手段（地域内支

線）を検討・導入する際に活用することを想定しています。 

 

 

図 現状・将来のネットワークイメージ 

※手引書の活用 

※手引書の活用 
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参考 地域の実情に合わせた交通手段の見直し（ダウンサイジング等）の 

一般的なイメージ 

 

 

出典：国土交通省 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の暮らしや産業に不可欠な移動手段を持続的に確保していくためには，地域の実情に

合わせて，ダウンサイジング等（車両の小型化，運行経路やダイヤ（頻度等）の見直し等）

による最適化を図り，バス・タクシーによるサービスの提供が困難である場合は，地域の輸

送資源等を活用していきます。 
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２ 地域の課題解決を図る手法の検討 

（１）地域における移動に関する困りごと 

 広域の移動に欠かせない自動車・バイク等を所有していない，又は，運転できない方

（運転免許を保有していない・返納した・自信がない等）が，日常生活において通勤・通学・

買物・通院をする際に，徒歩や自転車で移動が困難（距離・地形の高低差・身体的理由等）

である場合，公共交通機関が移動手段となります。 

公共交通機関の利用が困難である場合は，親族や知人の自家用車での送迎やその他の

送迎サービス等の利用により，移動手段を確保する必要があります。 

 事情により，これらの送迎サービス等の提供を受けられない場合，関係者が連携して

移動手段の確保が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 一ノ宮地区における移動ニーズ把握のイメージ 
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（２）困りごとの解消・課題解決に向けて 

地域の実態・ニーズを分析し，「誰が，どのような移動手段を，どのくらいのサービ

ス水準で必要とし,どのくらいの費用負担が可能か等」を明らかにした上で，実情に合

わせた移動手段の導入に向けて取り組んでいくことが重要となります。 

地域の移動ニーズに対応する取組を検討する際には，「はじめに，既存の地域公共交

通での対応を検討，次に，新たな移動手段を検討」します。 

また，宅配サービスやオンラインショッピング等の活用により「買物に行きたい

が，行くことが困難，移動手段が必要」というニーズに対応する等，移動手段を確保

する以外の観点から取組を検討することも重要です。 

このことを踏まえると，地域が主体となって移動手段を導入する手順は，以下のと

おり整理できます。 

 

 

地 域 が主 体 となって移 動 手 段 を導 入 する手 順 （ 概 要 ） 

■ステップ１ 実態・ニーズの把握 

  ▶ アンケート等を実施し，移動に関する課題，移動ニーズ等を把握 

 

■ステップ２ 地域の取組の検討・決定 

 ▶ 課題解決，移動ニーズに対応する取組を検討 

（1）既存の地域公共交通の活用による対応 

（2）新たな移動手段の検討 

移動手段 道路運送法 運送料 担当（課・部局） 

乗合タクシー 4 条 有償 都市計画課 

タクシーの相乗り 4 条 有償 都市計画課 

自家用有償運送 79 条 有償 都市計画課 

送迎サービス等の活用 許可・登録不要 無償 交通・福祉・地域・産業部局 

ボランティア輸送 許可・登録不要 無償 交通・福祉・地域部局 

付添支援等 許可・登録不要 無償 交通・福祉・地域部局 

 

■ステップ３ 地域の取組の開始 

▶ 事業計画の作成，取組の開始 
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参考 乗合タクシーのイメージ 

 

車  両 セダン型（4人乗），ジャンボ型（9人乗）のタクシー車両 

 

 

運行形態 

（区域） 

一般的にデマンド型（事前予約）で,既存の公共交通機関との競合のな

い路線，区域とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）利用者が少ない（点在），小規模な地域の場合 

・区域運行 

※運行ルートを決めず，予約があった停留所と目的地や最寄のバス停，鉄道駅を最短 

ルートで結ぶ 

（2）利用者が比較的多い（まとまっている），広域又は小規模地域が連続 

している場合 

・路線不定期運行 

※運行ルートを定め，予約があった場合に，停留所と目的地や最寄のバス停，鉄道駅 

を結ぶ 

停 留 所 停留所での乗降 

運 行 日 平日 

※運行日の目安：土，日，祝日，年末年始は運休とする 

運  賃 均一の料金 

※運賃の目安：路線バスよりも高く，一般タクシーよりも安い 
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参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：群馬県 県土整備部 交通政策課 新たな移動手段導入の手引き －概要版- 

※新たな移動手段の導入に向けての注意点等を以下のイメージのとおり作成します。 
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３ 地域が主体となって移動手段を導入する手順 

 

■ステップ 1 実態・ニーズの把握（スケジュールの目安：4ケ月程度） 

 

主体 取組内容 

地域 

・ 

 市 

①相談・支援 

 地域組織が，地域において移動に関する困りごとがある状況を把握し，

地域が主体となって困りごとの解消に向けて取り組む場合は，市に対して

相談・支援を要請する。 

市は，地域組織に対して，移動手段確保に向けた手順等を説明する。 

 

市 ②報告 

市は，地域組織が主体となり，移動に関する困りごとの解決に向けて取

り組むことを把握した場合，市が支援を開始する地域を鈴鹿市地域公共交

通会議に報告する。 

 

地域 

・ 

市 

 

③意見交換 

地域組織は，住民の移動に関する困りごとの把握やその解決策を検討す

るために，必要に応じて意見交換会等を開催する。 

 市は，意見交換会等に参加し，交通施策や新たな移動手段確保に向けた

手順等を説明し，住民の要望やニーズを収集・整理する。 

 

地域 ④アンケート 

地域組織は，意見交換等を通じて，新たな移動手段の確保が必要である

と判断される場合は，移動に関する課題や困りごとを把握するために，ア

ンケート調査を実施する。 

 

【アンケート調査】 

（1）目的：移動手段を検討するための基礎データを収集する 

（2）設問：移動が困難な理由，目的・頻度・時間帯・行先等 
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出典：群馬県 県土整備部 交通政策課 新たな移動手段導入の手引き －概要版- 

参考 ※新たな移動手段の導入に向けての注意点等を以下のイメージのとおり作成します。 
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■ステップ 2 地域の取組の決定（スケジュールの目安：4カ月程度） 

 

主体 取組内容 

地域 

・ 

市 

・ 

関係 

機関 

⑤地域の取組の検討 

地域組織は，市をはじめとする関係者と連携し，移動ニーズに対して，

既存の地域公共交通の活用等による対応が可能であるか検討し，困難であ

る場合には，新たな移動手段を検討する。 

 

（1）はじめに・・・既存の地域公共交通の活用による対応を検討 

■交通事業者によるニーズ対応は可能か 

 

（2）次に・・・新たな移動手段の導入を検討 

■有償運送の検討 

・車両，停留所，路線，時刻，運行形態，頻度，運賃等 

■無償運送の検討 

・福祉輸送，病院・商業施設等の送迎サービス等 

 

地域 

・ 

市 

・ 

関係 

機関 

⑥事業計画（案）の作成 

地域組織は，市をはじめとする関係者と連携し，地域の取組の事業計画

（案）を作成し，鈴鹿市地域公共交通会議に報告し，既存の交通事業者と

競合しない路線，区域，運賃等を整理する。 

地域組織は，住民や関係者と意見交換を行い，要望やニーズ等を集約・

整理し，市と協働して事業計画（案）の見直しを行う。 

 

【事業計画の作成支援の体制】 

■有償運送の移動手段の場合・・・都市計画課が支援 

■無償運送の移動手段の場合・・・関係部局，関係機関が連携して支援 

 

地域 ⑦地域の取組の決定 

地域組織は，市や関係機関等と協議を行い，地域の取組を決定し，事業

計画を作成する。 
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■ステップ 3 地域の取組の開始（スケジュールの目安：4カ月程度） 

 

主体 取組内容 

地域 ⑧アンケート 

地域組織は，事業計画に基づき，地域に導入された場合の需要等を把握

するために，アンケート調査（需要調査）を実施する。 

 

【アンケート調査】 

（1）目的：運行した場合の利用者数，収支の見込みを把握するため 

（2）設問：ニーズ対応の可否，利用者負担，地域負担，協賛等  

 

地域 

・ 

市 

⑨地域の取組の開始 

 地域組織は，需要調査結果を踏まえて，取組の開始の可否を判断する。

地域組織の取組が乗合タクシーである場合は，市が実証運行の可否を判断

する。 

 

（1）既存の公共交通の活用の場合 

●地域組織が事業開始の可否を判断し，必要な準備を行う。 

 

（2）乗合タクシーの場合（※財政支援あり・実証・本格運行） 

●市が，（仮称）乗合タクシー補助金要綱に基づき，実証運行の開始の可否 

を判断し，地域組織及び鈴鹿市地域公共交通会議に報告する。 

 

※1：運行した場合に収支率●●％を上回る見込み 

地域組織は，市に事業計画や運行計画等の必要書類を提出し，事業計画に基

づき，実証運行に必要な準備を行う。 

 

※2：運行した場合に収支率●●％を下回る見込み 

地域組織は，事業計画を再検討する。 

 

（3）地域の取組：その他，移動手段の場合 

●地域組織が事業開始の可否を判断し，必要な準備を行う。 
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４ 新たな移動手段に対する市の財政支援 

 

（１）移動手段別の担当部局と財政支援 

移動手段 担当部局（課） 財政支援 

①乗合タクシー 都市計画課 令和 5年度に決定・公表 

②タクシーの相乗り 都市計画課 協議により決定 

③自家用有償運送 都市計画課 - 

④送迎サービス等の活用 交通・福祉・地域・産業部局 協議により決定 

⑤ボランティア輸送 交通・福祉・地域部局 協議により決定 

⑥付添支援等 交通・福祉・地域部局 協議により決定 

 

 

①乗合タクシー 

 地域が主体となって乗合タクシーの導入に向けて取り組む場合，実験的に運行する

実証運行（法 21条），実証運行の結果を踏まえて，本格的に運行する本格運行（法 4

条）の運行経費の一部を市が財政支援します。 

 市の財政支援は，（仮称）乗合タクシー補助金要綱に基づき，地域組織に補助金を交

付します。 

  

補助金のイメージ 

補助金の名称 補助金の算定 補助金の額 

（上限） 

交付の条件 

実証運行補助金 運行経費の●●％ ●●●万円 有 

（収支率●●%以上） 

本格運行補助金 運行経費の●●％ ●●●万円 有 

（利用者数，収支率●●%以上） 

 

 

【今後，協議・決定する事項】 

●財政支援・・・令和 5年度に乗合タクシーの財政支援メニューを決定，その他必要な協議を行う。 

●補助金・・・令和 5年度庁内で協議を行い決定し，補助金要綱を作成する。 

→ スケジュールの目安は，資料 2-2 のとおり    
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ア 乗合タクシー実証運行，本格運行のフロー 

 

■ステップ１ 地域の実態・ニーズの把握 

  ※新たな移動手段の確保に向けて取り組む場合は，ステップ 2へ 

 

■ステップ２ 地域主体の取組を検討 

  ※乗合タクシーの導入に向けて取り組む場合は，ステップ 3へ 

 

■ステップ３ 乗合タクシーの取組開始の判断 

  ※需要調査の結果，収支率●●％を上回る場合は，実証運行へ 

  

■乗合タクシー実証運行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■乗合タクシー本格運行 
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イ 乗合タクシー実証運行支援 

 

実証運行開始の条件 

①地域：市内の公共交通空白地域であること，又は，アンケート調査等により，公共 

交通機関の利用が不便であると鈴鹿市地域公共交通会議において判断される 

こと 

②運営組織：実証運行の運行計画の作成等を行うための運営組織（原則 5名以上で規 

約・必須）を設置すること 

③収支の見込み：運行計画（案）に基づき，地域において需要調査を行い，運行した 

場合の収支率の見込みが●●％以上であること 

 

 

【実証運行の概要と市の補助金】 

主 体 地域組織等・鈴鹿市（協働事業） 

運行主体 市が運行業務委託契約を締結した交通事業者 

運行形態 乗合タクシー（定時定路線，デマンド） ※法 21 条 

期 間 ・実証運行（1回目）：6カ月間 

・実証運行（2回目）：6カ月間 

※実証運行（1回目）の結果を踏まえて，運行計画の見直しを行う場合は， 

実証運行（2 回目）を行うことができる。 

補助金 ・実証実験に係る運行経費の経常損失額（赤字額）の全額を補助 

※地域組織あたりの補助金の上限を●●●万円（内訳 1 回目：●●●円， 

2 回目：●●●万円）とする。 

本格運行への

移行条件 

条件 1：実証運行（1又は 2回目）の 1便あたりの利用者数が，使用 

車両の乗車定員×●●％以上であること 

条件 2：実証運行（1又は 2回目）の運行経費に対する運賃収入の割 

合が●●％以上であること 

その他 ・実証運行を 2 回行い，本格運行への移行条件を満たさなかった場合は， 

ステップ 2（手引書・P9）に基づき，地域の取組を再検討する。 

※実証運行に対する財政支援は，●●●万円を上限とするが，路線バスの廃止等の交 

通環境の変化が認められる場合は，この限りではない。 
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ウ 乗合タクシー本格運行支援 

 

本格運行開始の条件 

①本格運行への移行条件：条件 1，2を達成していること 

②事業者の決定：地域組織が，本格運行の運行業務を請け負う交通事業者を決定し， 

運行開始までに，契約又は協定を締結できること 

③運行経費の負担：運賃又は企業等からの協賛，その他の方法（地域住民の負担金 

等）で運営組織が，経費の●●％を負担すること 

 

 

【本格運行の概要と市の補助金】 

主 体 地域組織 

運行主体 地域組織が決定した交通事業者 

運行形態 乗合タクシー（定時定路線，デマンド） ※法 4条 

期 間 定めなし 

地域負担 地域組織が運行経費の●●％を負担する 

補助金 本格運行に係る運行経費の●●％を補助 

ただし，年間の補助金の上限額を●●●万円とする。 

運行継続 

の条件 

条件 1：本格運行（1年間）の 1便あたりの利用者数が，使用車両の 

乗車定員×●●％以上であること 

条件 2：本格運行（1年間）の運行経費に対する運賃収入の割合が●●％ 

以上であること 

運行の見直し 毎年度，乗合タクシーの利用実績が運行継続の条件を満たしているか検

証を行い，運行継続の可否を判断するとともに，必要に応じて運行計画

の見直しを行う。 
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②タクシーの相乗り 

 関係部局と協議を行い検討 

 

③自家用有償運送 

 － 

 

④送迎サービス等の活用 

 関係部局と協議を行い検討 

 

⑤ボランティア輸送 

 関係部局と協議を行い検討 

 

⑥付添支援等 

 関係部局と協議を行い検討 

 

 

 

４ 実証運行（1回目）の開始 

 

 

― 令和 5年度に検討 － 

 

 

５ 実証運行（2回目）本格運行に向けた運行プランの改善・見直し 

 

 

― 令和 5年度に検討 － 
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６ 本格運行の開始 

 

 

― 令和 5年度に検討 － 

 

 

７ 事例の紹介 

 

 

 

― 令和 5年度に検討 － 

 

 



① 部内協議

②
交通事業者と
の協議

③
関係部局
との協議

　手引書・補助金要綱作成・公表に向けたスケジュール（案）

3月11月 12月 1月 2月

年度 令和5年度

手引書
補助金要綱

地域公共交通会議

行政経営会議

9月 10月8月月 5月 6月 7月

※財政，福祉，産業，地域部局との協議に向

公表

1回目 2回目 （3回目）
ｃ

①，②，③，の協議を経て，11月末頃に，手引書（案），補助金要綱（案）を完成させる

第1回交通会議（5/24） 第1回分科会 第2回分科会

第2回交通会議

※バス，タクシー事業者との

協議に向けた準備
1回目 2回目 （3回目）

ｃ

1回目 2回目
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